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回次
第90期

第１四半期連結
累計期間

第91期
第１四半期連結

累計期間
第90期

会計期間
自2022年４月１日
至2022年６月30日

自2023年４月１日
至2023年６月30日

自2022年４月１日
至2023年３月31日

売上高 （千円） 10,729,995 11,111,423 48,601,703

経常利益 （千円） 80,352 356,661 1,095,216

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 29,315 276,569 787,999

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 777,026 1,341,402 1,994,206

純資産額 （千円） 19,391,176 21,803,868 20,545,790

総資産額 （千円） 44,028,113 42,973,411 43,059,434

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 1.41 13.28 37.83

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 44.0 50.7 47.7

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　　　２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

- 2 -



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において判断したものであります。

（１）財政状態及び経営成績の状況

　当社グループの当第１四半期連結累計期間における売上高は、主に円安に伴う為替換算影響により、111億11

百万円と前年同期に比べ３億81百万円（3.6％）の増加となりました。

　利益面におきましては、原材料およびエネルギー価格高騰に対する販売価格への転嫁の遅れはあるものの、為

替影響のほか、一部製品の商流変更に伴う輸送費の削減及び販売減少傾向に追従する生産体制の構築等により、

営業利益は２億９百万円（前年同期は１億４百万円の損失）となりました。また営業外収益として為替差益87百

万円を計上したことにより、経常利益は３億56百万円（前年同期比343.9％の増加）、親会社株主に帰属する四

半期純利益は２億76百万円（前年同期比843.4%の増加）となりました。

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

＜ユニット事業＞

　売上高は、アジア拠点において一部北米市場向け製品の販売が減少したものの、主に円安に伴う為替換算影響

に加え、日本拠点におけるサプライチェーン混乱による一部顧客の生産調整が解消に向かったこと等により、68

億74百万円（前年同期比1.2％の増加）となりました。セグメント利益につきましては、売上高増加影響に加

え、一部製品の商流変更に伴う輸送費の削減及び販売減少傾向に追従する生産体制の構築等により１億82百万円

（前年同期は１億９百万円の損失）となりました。

＜部品事業＞

　売上高は、主に米国拠点において半導体供給不足による一部顧客の生産調整が解消に向かったことに加え、新

規顧客向け製品の販売増加等により、42億25百万円（前年同期比7.6％の増加）となりました。セグメント利益

につきましては、売上高増加影響により20百万円（前年同期は１百万円の損失）となりました。

＜その他＞

　セグメント利益につきましては、４百万円の利益（前年同期比31.3%の減少）となりました。

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は、現金及び預金が増加しましたが、主に受取手形及び売掛金が

減少したことにより、前連結会計年度末に比べ86百万円減少し429億73百万円となりました。

　負債につきましては、主に未払金と借入金、支払手形及び買掛金の減少により、前連結会計年度末に比べ13億

44百万円減少し211億69百万円となりました。

　純資産につきましては、主に為替換算調整勘定とその他有価証券評価差額金の増加により、前連結会計年度末

に比べ12億58百万円増加し218億３百万円となりました。

（２）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当第１四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営

成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重

要な変更はありません。

（３）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

（４）優先的に対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。
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（５）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当第１四半期連結累計期間において、当社の財務及び事業の方針を決定する者の在り方に関する基本方針につ

いて重要な変更はありません。

（６）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、２億86百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2023年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 23,396,787 23,396,787
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 23,396,787 23,396,787 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2023年４月１日～

2023年６月30日
－ 23,396,787 － 3,500,000 － 1,812,751

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができませんので、直前の基準日（2023年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

2023年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,566,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 20,813,600 208,136 －

単元未満株式 普通株式 16,487 － －

発行済株式総数 23,396,787 － －

総株主の議決権 － 208,136 －

①【発行済株式】

　　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が 1,800株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数18個が含まれております。

2023年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱ユニバンス 静岡県湖西市鷲津2418 2,566,700 － 2,566,700 10.97

計 － 2,566,700 － 2,566,700 10.97

②【自己株式等】

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2023年４月１日から2023

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,705,924 4,555,043

受取手形及び売掛金 9,759,814 8,086,587

製品 957,508 1,088,360

仕掛品 1,155,945 1,279,117

原材料及び貯蔵品 3,163,399 3,277,963

その他 2,002,213 1,872,145

貸倒引当金 △6,936 △5,719

流動資産合計 20,737,869 20,153,498

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 16,630,366 16,944,866

減価償却累計額及び減損損失累計額 △11,283,774 △11,506,634

建物及び構築物（純額） 5,346,592 5,438,231

機械装置及び運搬具 75,587,036 77,036,870

減価償却累計額及び減損損失累計額 △67,425,082 △69,079,223

機械装置及び運搬具（純額） 8,161,953 7,957,646

工具、器具及び備品 6,348,681 6,476,109

減価償却累計額 △5,745,308 △5,884,872

工具、器具及び備品（純額） 603,373 591,236

土地 2,355,322 2,369,370

リース資産 119,787 125,605

減価償却累計額 △67,095 △74,412

リース資産（純額） 52,692 51,193

建設仮勘定 891,455 983,570

有形固定資産合計 17,411,389 17,391,248

無形固定資産 1,006,886 1,016,547

投資その他の資産

投資有価証券 3,418,506 3,892,144

繰延税金資産 324,971 352,242

その他 159,810 167,731

投資その他の資産合計 3,903,288 4,412,117

固定資産合計 22,321,564 22,819,913

資産合計 43,059,434 42,973,411

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,968,936 5,592,983

短期借入金 2,761,772 2,750,836

未払金 2,467,542 1,541,957

未払費用 1,005,516 1,034,808

リース債務 28,644 30,232

未払法人税等 236,596 105,754

賞与引当金 720,540 1,036,211

役員賞与引当金 9,000 11,356

製品保証引当金 1,798,293 1,867,444

その他 584,855 665,220

流動負債合計 15,581,699 14,636,805

固定負債

長期借入金 2,316,981 1,801,697

リース債務 44,118 41,283

繰延税金負債 926,620 1,087,861

役員退職慰労引当金 96,105 96,105

資産除去債務 181,018 181,102

退職給付に係る負債 3,366,388 3,324,064

その他 710 621

固定負債合計 6,931,943 6,532,737

負債合計 22,513,643 21,169,542

純資産の部

株主資本

資本金 3,500,000 3,500,000

資本剰余金 2,172,602 2,172,602

利益剰余金 12,415,477 12,608,726

自己株式 △692,739 △692,743

株主資本合計 17,395,340 17,588,586

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,456,461 1,797,825

為替換算調整勘定 1,584,197 2,311,789

退職給付に係る調整累計額 109,790 105,666

その他の包括利益累計額合計 3,150,449 4,215,282

純資産合計 20,545,790 21,803,868

負債純資産合計 43,059,434 42,973,411
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日

　至　2023年６月30日)

売上高 10,729,995 11,111,423

売上原価 9,400,924 9,546,253

売上総利益 1,329,070 1,565,170

販売費及び一般管理費

運賃及び荷造費 229,764 137,718

人件費 650,905 625,995

減価償却費 72,072 97,326

賞与引当金繰入額 87,092 81,213

退職給付費用 14,844 12,236

その他 378,670 401,290

販売費及び一般管理費合計 1,433,349 1,355,780

営業利益又は営業損失（△） △104,279 209,389

営業外収益

受取利息 787 1,240

受取配当金 50,298 61,398

受取賃貸料 2,798 2,424

為替差益 142,022 87,264

受取補償金 180 1,689

その他 12,820 15,823

営業外収益合計 208,907 169,840

営業外費用

支払利息 18,315 15,239

外国源泉税 2,037 2,531

その他 3,921 4,796

営業外費用合計 24,275 22,568

経常利益 80,352 356,661

特別利益

固定資産売却益 3,884 11,496

その他 39 －

特別利益合計 3,923 11,496

特別損失

固定資産除却損 13,538 4,413

特別損失合計 13,538 4,413

税金等調整前四半期純利益 70,738 363,744

法人税等合計 41,422 87,174

四半期純利益 29,315 276,569

親会社株主に帰属する四半期純利益 29,315 276,569

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日

　至　2023年６月30日)

四半期純利益 29,315 276,569

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △29,493 341,363

為替換算調整勘定 775,436 727,592

退職給付に係る調整額 1,768 △4,123

その他の包括利益合計 747,711 1,064,832

四半期包括利益 777,026 1,341,402

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 777,026 1,341,402

非支配株主に係る四半期包括利益 － －

【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

前連結会計年度
　（2023年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
　（2023年６月30日）

コミットメントライン契約の総額

借入実行残高

3,000,000 千円

－

1,000,000 千円

－

　　差引額 3,000,000 1,000,000

（四半期連結貸借対照表関係）

　当社は、財務基盤の安定性確保及び運転資金の効率的な調達を目的として、取引銀行との間でコミットメン

トライン契約を締結しております。コミットメントライン契約に係る借入未実行残高は、次のとおりでありま

す。

前第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年６月30日）

減価償却費 861,682 千円 795,459 千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１

四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月24日

定時株主総会
普通株式 83,321 ４  2022年３月31日  2022年６月27日 利益剰余金

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月27日

定時株主総会
普通株式 83,320 ４  2023年３月31日  2023年６月28日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年６月30日）

配当金支払額

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自2023年４月１日　至2023年６月30日）

配当金支払額
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（単位：千円）

報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

ユニット

事業
部品事業 計

売上高

外部顧客への売上高 6,794,941 3,926,259 10,721,201 8,794 10,729,995 － 10,729,995

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － 102,465 102,465 △102,465 －

計 6,794,941 3,926,259 10,721,201 111,259 10,832,460 △102,465 10,729,995

セグメント利益又は損

失（△）
△109,814 △1,693 △111,507 6,149 △105,358 1,079 △104,279

（単位：千円）

報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

ユニット

事業
部品事業 計

売上高

外部顧客への売上高 6,874,983 4,225,166 11,100,149 11,273 11,111,423 － 11,111,423

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － 79,514 79,514 △79,514 －

計 6,874,983 4,225,166 11,100,149 90,788 11,190,938 △79,514 11,111,423

セグメント利益 182,959 20,793 203,752 4,226 207,978 1,410 209,389

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流事業および工場附帯

サービス事業等を含んでおります。

　　　　　２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去およびセグメント間未実現利益消

去であります。

　　　　　３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自2023年４月１日　至2023年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流事業および工場附帯

サービス事業等を含んでおります。

　　　　　２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去およびセグメント間未実現利益消去であります。

　　　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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報告セグメント
その他

（注）１
合計

ユニット
事業

部品事業 計

日本 2,318,093 2,878,687 5,196,781 8,794 5,205,575

北米 675,998 896,778 1,572,776 － 1,572,776

アジア 3,800,850 150,792 3,951,643 － 3,951,643

顧客との契約から生じ
る収益 6,794,941 3,926,259 10,721,201 8,794 10,729,995

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 6,794,941 3,926,259 10,721,201 8,794 10,729,995

報告セグメント
その他

（注）１
合計

ユニット
事業

部品事業 計

日本 3,215,242 2,746,447 5,961,689 11,273 5,972,963

北米 260,737 1,304,027 1,564,765 － 1,564,765

アジア 3,399,003 174,691 3,573,694 － 3,573,694

顧客との契約から生じ
る収益 6,874,983 4,225,166 11,100,149 11,273 11,111,423

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 6,874,983 4,225,166 11,100,149 11,273 11,111,423

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年６月30日）

（単位：千円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流事業および工場附帯

サービス事業等を含んでおります。

２．販売元の所在地を基礎とし、セグメント間の内部取引控除後の金額を表示しております。

３．本邦以外の区分に属する主な国々又は地域

(1) 北米…………アメリカ

(2) アジア………インドネシア、タイ

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自2023年４月１日　至2023年６月30日）

（単位：千円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流事業および工場附帯

サービス事業等を含んでおります。

２．販売元の所在地を基礎とし、セグメント間の内部取引控除後の金額を表示しております。

３．本邦以外の区分に属する主な国々又は地域

(1) 北米…………アメリカ

(2) アジア………インドネシア、タイ
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前第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年６月30日）

１株当たり四半期純利益 １円41銭 13円28銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 29,315 276,569

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益（千円）
29,315 276,569

普通株式の期中平均株式数（千株） 20,830 20,830

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2023年８月10日

株式会社ユニバンス

取締役会　御中

有 限 責 任  あ ず さ 監 査 法 人

名古屋事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　公認会計士 金原　正英

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　公認会計士 杉浦　章裕

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ユニバ

ンスの2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2023年４月１日から2023年６

月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行

った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ユニバンス及び連結子会社の2023年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な

点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。



（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上


